
山形市新型インフルエンザ等対策行動計画【概要版】
1 計画策定の根拠及び目的

山形市新型インフルエンザ等対策行動計画（以下「市
行動計画」という。）は、新型インフルエンザ等対策特別
措置法（以下「特措法」という。）第８条の規定に基づき、
以下の２点を目的とし、新型インフルエンザ等への事前
の準備や感染症発生時の対応策を定めるものである。
【目的】 ①感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及

び健康を保護する。
②市民生活及び地域経済に及ぼす影響が最小
となるようにする。

2 計画の位置付け

特措法に基づく新型インフルエンザ等対策政府行動
計画（令和６年７月改定。以下「政府行動計画」という。）
及び山形県新型インフルエンザ等対策行動計画（令和７
年１０月改定。以下「県行動計画」という。）に即し、感染
症法に基づく山形市感染症予防計画と整合を図る。

3 改定の背景・趣旨

山形市では平成２６年６月に市行動計画を策定しており、今般、以下の理由により抜本的に改定する。
⑴政府行動計画及び県行動計画改定に伴う見直し
【主な内容】 ・対策段階を「準備期」「初動期」「対応期」の３段階に分け、平時の備えについて準備期の取組を充実

・対策項目を１３項目に拡充 ・幅広い感染症に対応する対策の整理と柔軟かつ機動的に対策を切替 ・ＤＸの推進
⑵山形市感染症予防計画の策定（令和６年３月）に伴う見直し
病床及び人材等の確保、保健所や検査体制の強化等事前の対策並びに感染症発生後における事後の対策に関する基本的な方向性を
定めており、これらの内容と整合を図る。
【主な内容】 ・感染症サーベイランスの実施 ・県と連携した検査体制の実施、宿泊療養施設の確保、患者移送体制の整備

・患者への入院措置等の実施、濃厚接触者への外出自粛要請や健康観察等の実施 ・積極的疫学調査の実施
⑶新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた見直し
山形市の新型コロナウイルス感染症対応に関する評価と課題を反映する。

予防・医療に関する措置 市民生活全体にわたる総合的な措置

一～五類感染症
（エボラ出血熱、結核、
コレラ、マラリア、インフ
ルエンザ等）

・新型インフルエンザ等
感染症
・指定感染症（既知の
感染症で重篤なもの）
・新感染症
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４ 主な対策

準備期（平時） 初動期 対応期

⑴ 実施体制 〇計画・マニュアル等の策定
〇実践的な訓練の実施

〇市対策本部の設置
◎全庁的な応援体制の構築

◎全庁的な応援体制の強化
◎感染状況に応じた機動的な応援体制の切替

⑵ 情報収集・分析 〇積極的疫学調査等に資する情報の収集・分析のため、
関係機関との連携体制の構築

◎関係機関との連携体制を活用した、国及び
JIHSが行うリスク評価等の情報収集

◎収集した情報を踏まえた包括的なリスク評価

⑶ サーベイランス ◎平時の感染症サーベイランスの実施
◎研修等を活用したノウハウの蓄積

◎有事の感染症サーベイランスの開始 ◎有事の感染症サーベイランスの継続

⑷ 情報提供・共有、リ
スクコミュニケーショ
ン

〇各種媒体及びあらゆる機会を活用し、感染症に関する
市民への効果的な情報提供・共有
◎公表方法及び公表基準の整備

◎準備期に整備した公表方法・公表基準に基づき、
感染状況等の情報提供・共有
◎偏見・差別等や偽・誤情報への対応

〇感染状況等の情報提供・共有の継続
◎偏見・差別等や偽・誤情報への対応継続

⑸ 水際対策 ◎検疫所等との対策・連絡手順・協力事項等の共有 ◎主要国及び発生国・地域の発生状況や水際対
策についての情報把握

◎居宅等待機者等の健康監視の実施

⑹ まん延防止 〇市民に対する基本的な感染対策（換気、マスク着用等）
の普及
〇社会福祉施設への巡回等による感染対策の指導・助言

◎患者等への対応（入院勧告・措置等）確認
◎学校・社会福祉施設等と所管部署の連絡体制
の確認

◎患者や濃厚接触者への対応（入院勧告・措置、外
出自粛要請等）
〇事業者や学校、病院、高齢者施設等における感染
対策強化、休業等の要請

⑺ ワクチン 〇予防接種体制の構築に向けた調整
◎予防接種事務のデジタル化に向けた整備

〇予防接種体制の構築 〇初動期に構築した接種体制に基づき、特定接種及
び住民接種の実施
◎予防接種健康被害救済制度についての情報提供

⑻ 医療 〇県と連携した医療提供体制の確認
◎山形県感染症対策連携協議会を活用した関係機関と
の連携
〇患者移送体制の整備
〇相談センターの整備

◎医療提供体制や宿泊療養施設の確保
〇患者移送の実施

◎流行状況に応じた医療提供体制の確保
◎相談センターの体制強化

⑼ 治療薬・治療法 ◎国が主導する治療薬・治療法の研究開発について、市
内の感染症の診療を行う医療機関等を通じた臨床研究
の実施への協力

◎濃厚接触者等への、必要に応じた抗インフルエ
ンザウイルス薬の予防投与や有症時の対応の指
導

◎市内の医療機関や薬局に対する、新型インフルエ
ンザ等の治療薬の適切な使用に関する要請
◎国及び県が行う治療薬の適正な流通に関する指導
への協力

⑽ 検査 ◎県と連携し、検査物資の備蓄及び確保
◎検査実施能力の確保状況把握

◎県と連携した検査体制の整備
◎検査（PCR）センターの設置の検討
◎検査誘導体制の整備

◎民間検査機関や医療機関への協力要請等による
検査体制の充実・強化
◎検査誘導の実施
◎感染状況等に応じた検査実施方針の見直し

⑾ 保健 ◎ICT及び外部委託の活用等による業務の効率化
◎研修・訓練等を通じた人材育成
◎保健所の感染症有事体制の整備

◎感染症有事体制への移行準備 ◎感染症有事体制への移行
◎積極的疫学調査、入院勧告・措置、宿泊療養の調
整等の実施
◎感染状況に応じた業務体制の見直し

⑿ 物資 ◎医薬品及び医療機器等の備蓄 ◎医薬品及び医療機器等の備蓄品の使用準備 ◎医薬品及び医療機器等の使用及び管理

⒀ 市民生活及び地域
経済の安定の確保

◎市の対策実施に必要な物資及び資材の備蓄
〇事業者や市民に対し、マスクや消毒薬等の備蓄勧奨
〇生活支援を要する者への支援等の準備
○火葬体制の構築

◎事業者に対するオンライン会議やテレワークによ
る感染拡大防止対策の勧奨
◎保育園や放課後児童クラブ等の開所継続に向
けた準備等の要請
〇生活物資等の安定供給に関する市民及び事業
者への呼びかけ
○一時的な遺体安置施設等の確保

◎心身への影響に関する施策の実施
〇生活支援を要する者への支援
◎教育及び学びの継続に関する支援
〇生活関連物資等の価格の安定のための要請
◎事業者に対する支援のために、必要な財政上の措
置の検討
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